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ෙឹ

　脱炭素社会の実現に向けたゼロエミッション社会の構築にあたり、情報技術（ICT）の進展に

期待が寄せられている。そこでは、Society5.0 に代表される新しいスマートな社会システムによ

りエネルギー需給が効率的に管理運営される。その一方で、これまでの急速な ICT の発展は、デー

タセンターをはじめとする諸設備の電力消費の急激な増加をもたらしてきた。例えば、科学技術

振興機構低炭素社会戦略センター（以下、  LCS）2018 年度提案書「情報化社会の進展がエネルギー

消費に与える影響（Vol.1）」では、2016 年における日本のデータセンターの消費電力を 16 TWh
と見積もり、IP トラヒックは過去年率 24％という成長率を示したことを指摘した。ICT の拡大に

よる社会への影響と電力需要の増大の定量的評価は、今後の重要なテーマである。この技術的側

面からの解析は LCS 等の研究機関で続けられているが、今日の情報トラヒックの増加がどのよ

うな需要でもたらされたかという消費側からの接近はまだ限られている。

　本提案書では、まず通信トラヒック需要がどのように増大してきたのかを既存統計から分析す

る。次いで Covid-19 緊急事態宣言により採用が広まったテレワークがどのように情報トラヒック

に変化をもたらし、また、働き方の変化がどれほどの通勤時間とエネルギー消費に影響を与えた

かを定量的に分析する。これにより、将来の情報通信需要が社会の変化とともにどのように変化

するかを導き、既存のエネルギーサービスの電力化だけでなく、情報化による生産性や働き方の

変化、Covid-19 のような非常事態における情報通信需要の増加がもたらす電力消費の増加にも着

目しておくべきことを提案する。

h¬���¦´

Expectations are rising for further progress in information and communication technology (ICT) in creating 
a zero carbon emission society, where the supply and demand of energy is efficiently controlled by new smart 
social systems as highlighted by Society 5.0. Meanwhile, the rapid growth of ICT has caused a steep rise in the 
power consumption of associated facilities such as data centers. In 2016, for instance, Japan’s IP traffic grew 
24% year on year, bringing the power consumption of data centers in the country up to 16 TWh, according 
to “Implications of Information Society Development for Energy Consumption (Vol. 1),” a 2018 proposal 
paper published by the Center for Low Carbon Society Strategy (LCS) of the Japan Science and Technology 
Agency. Quantitative assessment of the impact of ICT expansion on society and power demand is an important 
issue for the future. Although such analysis from the technical aspect has been made at LCS and other research 
institutions, the approach from the consumption side has been limited as to what kind of demand has pushed up 
information traffic.

This proposal paper firstly analyzes how communications traffic has been increasing based on the existing 
statistics. Second, it examines how the spread of teleworking amid the Covid-19 state of emergency has 
affected information traffic in Japan. The paper also makes quantitative analysis of the impact of such 
work-style changes on commuting time and energy consumption. These analyses are used to predict how 
telecommunications demand will change in line with social changes. Finally, the paper suggests that attention 
should be paid to increases in power consumption resulting from not only the electrification of the existing 
energy services but also the additional demand due to the expansion of computerization and telecommunications 
resulting productivity improvement and work style changes. 
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1�  本提案⊱ٚݬのеᒞɧɀ

　人為的温暖化ガス排出による気候変動リスクへの対応のため、政府間気候変動パネル（IPCC）
はこれまで温暖化ガスの排出削減、大気濃度の安定化目標からさらに踏み込み、2018 年の「1.5℃
特別報告書」[1] では、多くのシナリオの下で 21 世紀中に温暖化ガスの排出量を負にする必要性

に言及した。日本政府も 2020 年 10 月、「2050 年までの『ゼロエミッション化』」[2] を宣言した。

この前年の「革新的環境イノベーション戦略」[3] は，温暖化ガス排出削減のための分野ごとの

対策技術に加え、情報通信技術（ICT）の活用を示している。情報技術の利活用により再生可能

エネルギーを効率よく管理運営し、またテレワークの活用などで移動を削減するスマート社会は、

これまでもたびたび議論され、またいくつかの社会実験もなされてきた [4, 5]。しかし、これら

の社会実験からは、例えば情報化によって移動をどの程度代替可能か、あるいはスマート化によ

りどの程度の温暖化ガス排出削減がもたらされるか、などの定量分析は提供されていない。

　これに対し、企業に情報技術がどのように浸透し、どのような効果を与えてきたかについては、

総務省が「通信利用動向調査（企業編）」[6] で平成 21 年から調査を続けており、利用動向や生

産性変化が企業の規模や業種別にアンケート調査されている。例えば、① IoT，AI によるデータ

収集と分析、②クラウドコンピューティング /SaaS による処理の採用、③テレワークによる働き

方について採択企業数と労働生産性の変化が示されている。

　他方、ICT の爆発的増加がもたらす電力需要の増大については、1999 年頃から Mills と Koomy
の間で論争が始まった。Mills [7] はインターネットと PC の普及が爆発的な電力増加を生み、環

境負荷を増やすと指摘したが、Koomy [8] は技術的な効率改善がこれを克服すると批判した。そ

の後も両者の論争は続き今日に至っている。情報機器の使用の量的な増加も、技術の進展も急速

だったため、今日まで、情報処理量の爆発的増加に比べれば電力消費は抑制されていると言えよ

うが、今後もそのような技術進歩が情報処理需要を抑制し続けうるかどうかについてはなお不明

である。LCS では、[9, 10] でこの問題についての技術調査と評価を行っている。

2020 年に世界を襲った新型コロナウイルス感染拡大防止のため、日本でも 2020 年 3 月 13 日に

緊急事態宣言が出され、都市部を中心にテレワークによる在宅勤務の採用が広まった。これによ

り、移動が減少した。緊急事態の解除とともにテレワークが縮小したものの、いくつかの業種や

大学などではなおオンライン化が残った。オンライン化に対応可能な活動とそうでない活動が次

第に明確になった。

　以上のことから、①情報技術の進展により、自動運転の普及や AI 利活用など生産の変革や、

さらにテレワークのような働き方の改革が生活と社会全般に及びうること、②情報技術の進展は

また、情報トラヒックの増大とその処理を通じ、大きな電力消費を生みうること、③このような

技術と社会の変革は、産業、生活、電力消費構造に大きく影響し、環境影響だけでなくパンデミッ

クのような社会の安全保障の観点からも重要なものであることが示された。この問題は、ゼロエ

ミッション社会構築はすでに単なるエンド・オブ・パイプ的対策では不十分であり、社会のイノ

ベーションを必要とする観点と並行するものである。このように、本テーマは LCS の活動と密

接な関係にある。

'�  ݬトラヒックの分析とϜཀྵ

　本章では、総務省「我が国のインターネットにおけるトラヒックの集計・試算」[11]、「我が国

の移動通信トラヒックの現状」[12]、総務省情報通信政策研究所の「メディア・ソフトの制作及

び流通の実態に関する調査研究」[13] から情報トラヒックの過去の推移と動画、静止画像、音声

等のコンテンツ情報流通量の関係を導き、さらに年齢別人口等との関係から将来の情報トラヒッ

ク流通量の予測を試みる。
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2.1  ሗࡢࢡࢵࣄࣛࢺ⌧≧

　総務省の調査 [11] は、図 1 のように固定系ブロードバンド通信トラヒックを分類し、それぞれ

について 2004 年からのトラヒック変化を報告している 1）。なお、移動通信に関するトラヒック

調査 [12] は、2010 年以降のみ提供される。このデータベースに基づくトラヒックの過去の推移

を図 2 および図 3 に示す。2014 年付近からのダウンロードトラヒックの急増は明らかであるが、

2018 年 11 月のみはやや増加率が減少しているようにも見える。将来に個の成長を延長する場合、

飽和傾向が見えているのか、それとも増大傾向が継続するかによって、将来予測値が大きく変わ

ることが予想できる。移動通信のトラヒックは 2015 年以降年率 32％の上昇を示すが、ここにも

最終年次での成長率の低下傾向もうかがえる。ただし、移動体通信自体は 5 G の普及により今後

も増加すると予想される。
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通量の予測を試みる。

2.1 ሗトラヒックの現≧

総務省の調査[11]は、ᅗ 1 のようにᅛ定⣔ࣟࣈーࣂࢻンࢻ通信トラヒックを分㢮し、それࡒれ
について 2004年からのトラヒック変化を報࿌している1)。な࠾、移動通信に関するトラヒック調

査[12]は、2010 年以降のみ提౪される。このࢹーࢱベースに基づくトラヒックの㐣ཤの推移をᅗ
ᅗࡧよ࠾2 3に示す。2014年㏆からの࢘ࢲンࣟーࢻトラヒックの急増は᫂らかであるが、2018
年 11᭶のみはやや増加率が減少しているようにもぢ࠼る。ᑗ᮶にಶの成長をᘏ長するሙྜ、飽和
ഴ向がぢ࠼ているのか、それとも増大ഴ向が継続するかによって、ᑗ᮶予測値が大きく変わるこ

とが予できる。移動通信のトラヒックは 2015 年以降年率 32％の上昇を示すが、ここにも᭱⤊
年次での成長率のప下ഴ向もうかが࠼る。ただし、移動体通信自体は 5 Gのᬑཬにより今後も増
加すると予される。

ᅗ 1 ᡃࡀᅜのࢱࣥーࢿットにおけࡿトラヒックの㞟ィ࣭ヨ⟬

2020年 5月時Ⅼの㞟ィ結果のබ表 [11] よࡾ

LCSは、この趨勢のᘏ長に基づいてᑗ᮶のトラヒック予測値から電力ᾘ㈝を推計した[9]。この
推計結果の୍㒊を表 1に示す。㐣ཤの趨勢に基づくᑗ᮶の⇿発的な通信需要は、ᙜ↛ᢏ⾡がこの
ままであれࡤⳘ大な電力需要の増加をᑟく。⌧≧の日本の全電力ᾘ㈝が⣙ 1,000 TWhであること
を⪃࠼ると、これは⌧実的ᩘ値ではないものの、きわめて大きな上昇ᅽ力がかかっていることが

わかる。

1) 総務省は、このう᭱ࡕも࢙ࢩアの大きなᮎ➃ࣘーࢨーとの A1トラヒックについて、ձISP5社のトラヒック、
ղISP5社とዎ⣙⪅࢙ࢩアからの推計トラヒック、ճISP9社のトラヒック、մISP9社とዎ⣙⪅࢙ࢩアからの推
計トラヒックの 4通りをබ㛤している。ճ、մは 2017年以降のみබ㛤されている。ここでは、⤫計ゎ析の㒔
ྜ上、A1にはղの推計値を⏝い、以下 A1sとグすこととする。

ᅜእ

㸯．㞟ィࡋたトラヒック(*1)の✀㢮

ᅜෆ

B1 ᅜෆせIX䛸
䛥䜜䜛䝖䝷䝠䝑䜽

B2 ᅜෆ䛷䛥䜜䜛䝖䝷䝠䝑䜽

B3 ᅜእ䛷
䛥䜜䜛䝖䝷䝠䝑䜽

A2 䛭䛾ᑓ⏝⥺➼䛾

ዎ⣙⪅䛾䝖䝷䝠䝑䜽(*3)
A1 ᅛᐃ⣔䝤䝻䞊䝗䝞䞁䝗䝃䞊䝡䝇

ዎ⣙⪅(*2)䛾䝖䝷䝠䝑䜽

(*1) 1䛛᭶㛫䚸2㛫༢䛷ィ 䞉㞟ィ䛧䚸１⛊ᙜ䛯䜚䛾平均䝖䝷䝠䝑䜽䜢⟬ฟ (*2)ಶேྥ䛡䝃䞊䝡䝇䠄FTTH䚸DSL䚸CATV䚸FWA䠅 䠄䛯䛰䛧䚸୍㒊ἲே䜢ྵ䜐䠅 (*3)ᮏ䝕䞊䝍䛾䜏ISP5♫䜘䜚㞟
(*4) CDN䠄Content Delivery Network䠖䝴䞊䝄䞊䛻ຠ⋡䜘䛟䝁䞁䝔䞁䝒䜢㓄ಙ䛩䜛䛯䜑䛾䝛䝑䝖䝽䞊䜽䠅䜢ᥦ౪䛩䜛䝃䞊䝡䝇䛻䜘䜚୍ⓗ䛻ಖᏑ䠄䜻䝱䝑䝅䝳䠅䛥䜜䛯䝕䞊䝍
(*5) 2017ᖺ5᭶䜘䜚༠ຊISP䛻㏣ຍ

Ｂ１In Out

C ᅜෆせIX䛻
䛚䛡䜛䝖䝷䝠䝑䜽

A ዎ⣙⪅ู䝖䝷䝠䝑䜽

B 䛥䜜䜛䝖䝷䝠䝑䜽
ᡃ䛜ᅜ䛾ᅛᐃ⣔䝤䝻䞊䝗䝞䞁䝗䝃䞊䝡䝇ዎ⣙⪅䛾
⥲䝖䝷䝠䝑䜽(䝎䜴䞁䝻䞊䝗ཬ䜃䜰䝑䝥䝻䞊䝗)䛾推ᐃ್

⥲䝖䝷䝠䝑䜽
䠄推ᐃ್䠅

༠ຊISP9♫䛾ᅛᐃ⣔䝤䝻䞊䝗䝞䞁䝗
ዎ⣙⪅䛾䝖䝷䝠䝑䜽䛊A1䛋

ᅛᐃ⣔䝤䝻䞊䝗䝞䞁䝗ዎ⣙ᩘ䛻ᑐ䛩䜛
༠ຊISP9♫䛾ዎ⣙ᩘ䛾䝅䜵䜰䛊X䛋

䠙

䠄䛊X䛋䠙66.1%䠄2020ᖺ5᭶推ᐃ್䠅䠅

䠆A1䛿䚸ḟ䛾䝖䝷䝠䝑䜽䜢ྵ䜐䚹
䞉୍㒊ISP䛾බ⾗↓⥺LAN䝃䞊䝡䝇䛾
䝖䝷䝠䝑䜽䛾୍㒊
䞉୍㒊移動㏻ಙᴗ⪅䛾䝣䜵䝮䝖䝉䝹
䝃䞊䝡䝇䛾䝖䝷䝠䝑䜽䛾୍㒊

ᅜෆ
せIX

C

䠆A2䛿䚸ḟ䛾䝖䝷䝠䝑䜽䜢ྵ䜐䚹
䞉༠ຊISP䛾䝕䞊䝍䝉䞁䝍䞊䚸CDN
䜻䝱䝑䝅䝳䚸䛭䛾䛾ෆ㒊䝖䝷䝠䝑䜽
䜒䛣䛣䛻ྵ䜐

䜲䞁䝍䞊䝛䝑䝖䝬䝹䝏䝣䜱䞊䝗
䠄ᰴ䠅䚸䜶䜽䜲䝙䜽䝇䞉䝆䝱䝟䞁
䠄ᰴ䠅䚸᪥ᮏ䜲䞁䝍䞊䝛䝑䝖䜶䜽
䝇䝏䜵䞁䝆䠄ᰴ䠅䚸BBIX䠄ᰴ䠅ཬ
䜃WIDE Project䛜䛭䜜䛮䜜
㐠Ⴀ䛩䜛IX

༠ຊISP9♫
䠄ᰴ䠅䜲䞁䝍䞊䝛䝑䝖䜲䝙䝅䜰䝔䜱䝤

NTT䝁䝭䝳䝙䜿䞊䝅䝵䞁䝈䠄ᰴ䠅
䠄ᰴ䠅NTT䜇䜙䜙(*5)

䠄ᰴ䠅䜸䝥䝔䞊䝆
KDDI䠄ᰴ䠅

䠄ᰴ䠅䝆䝳䝢䝍䞊䝔䝺䝁䝮(*5)

䝋䝣䝖䝞䞁䜽䠄ᰴ䠅
䝙䝣䝔䜱䠄ᰴ䠅(*5)

䝡䝑䜾䝻䞊䝤䠄ᰴ䠅(*5)

ᅛᐃ⣔䝤䝻䞊䝗䝞䞁䝗䝃䞊䝡䝇ዎ⣙⪅
䠄FTTH, DSL, CATV, FWA䠅
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ᅗ 1　ᡃࡀ国ࡢンターࡢࢡࢵࣄࣛࢺࡿࡅ࠾ࢺࢵࢿ㞟ィ࣭ヨ⟬

2020 年 5 月Ⅼࡢ㞟ィ⤖ᯝࡢබ⾲ [11] ࡾࡼ

LCS は、この趨勢の延長に基づいて将来のトラヒック予測値から電力消費を推計した [9]。こ

の推計結果の一部を表 1 に示す。過去の趨勢に基づく将来の爆発的な通信需要は、当然技術がこ

のままであれば莫大な電力需要の増加を導く。現状の日本の全電力消費が約 1,000 TWh であるこ

とを考えると、これは現実的数値ではないものの、きわめて大きな上昇圧力がかかっていること

がわかる。

1）  総務省は、このうち最もシェアの大きな末端ユーザーとの A1 トラヒックについて、① ISP 5 社のトラヒッ

ク、② ISP 5 社と契約者シェアからの推計トラヒック、③ ISP 9 社のトラヒック、④ ISP 9 社と契約者シェ

アからの推計トラヒックの 4 通りを公開している。③、④は 2017 年以降のみ公開されている。ここでは、

統計解析の都合上、A1 には②の推計値を用い、以下 A1s と記すこととする。
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　これに対し、IEA [14] は Cisco の Visual Networking Index [15] を受け，通信量の急速な増加はあっ

ても、Koomey の法則「1.57 年で新型計算機のエネルギー消費効率が 2 倍になる」が今後も成り

立つなら、電力消費の増加はごくわずかであるとした。しかし、この法則は Moore の法則と同じ

くあくまで過去の経験則であって、今後もこれが継続されるとする何らの科学的根拠があるもの

ではない。このように、過去の急速な技術進歩による電力消費効率の上昇が、今後どこまで延長

可能かによって、電力消費増加の将来予測に大きな不確実幅が生じることになる。
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⾲ 1 ICT㛵㐃㟂せ䛸㟁ຊᾘ㈝ண  [9]

2016 2030 2050
䝖䝷䝠䝑䜽(ZB/ᖺ) 4.7 170 20,200
ᾘ㈝㟁ຊ(᪥ᮏ Twh/ᖺ) 41 1,480 176,200
ᾘ㈝㟁ຊ(ୡ⏺ Twh/ᖺ) 1,170 42,300 5,030,000

これにᑐし、IEA [14] は Ciscoの Visual Networking Index [15]をཷけ㸪通信量の急㏿な増加は
あっても、Koomeyのἲ 1.57年で新ᆺ計算機のエネルギーᾘ㈝効率がࠕ๎ 2ಸになる がࠖ今後も

成り❧つなら、電力ᾘ㈝の増加はࡈくわࡎかであるとした。しかし、このἲ๎はMooreのἲ๎
と同じくあくまで㐣ཤの⤒㦂๎であって、今後もこれが継続されるとするఱらの⛉Ꮫ的᰿ᣐが

あるものではない。このように、㐣ཤの急㏿なᢏ⾡㐍Ṍによる電力ᾘ㈝効率の上昇が、今後

こまでᘏ長可能かによって、電力ᾘ㈝増加のᑗ᮶予測に大きな☜実幅が生じることになる。

ᅗ 2 ዎ⣙⪅総トラヒックࢫࣅーࢧࢻࣥࣂࢻーࣟࣈ సᡂࡽ[11]
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ᾘ㈝㟁ຊ(᪥ᮏ Twh/ᖺ) 41 1,480 176,200
ᾘ㈝㟁ຊ(ୡ⏺ Twh/ᖺ) 1,170 42,300 5,030,000

これにᑐし、IEA [14] は Ciscoの Visual Networking Index [15]をཷけ㸪通信量の急㏿な増加は
あっても、Koomeyのἲ 1.57年で新ᆺ計算機のエネルギーᾘ㈝効率がࠕ๎ 2ಸになる がࠖ今後も

成り❧つなら、電力ᾘ㈝の増加はࡈくわࡎかであるとした。しかし、このἲ๎はMooreのἲ๎
と同じくあくまで㐣ཤの⤒㦂๎であって、今後もこれが継続されるとするఱらの⛉Ꮫ的᰿ᣐが

あるものではない。このように、㐣ཤの急㏿なᢏ⾡㐍Ṍによる電力ᾘ㈝効率の上昇が、今後

こまでᘏ長可能かによって、電力ᾘ㈝増加のᑗ᮶予測に大きな☜実幅が生じることになる。
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ᅗ [11] ࢡࢵࣄࣛࢺ⥲⪅ዎ⣙ࢫࣅーࢧࢻンࣂࢻーࣟࣈ　2 సᡂࡽ
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　図 4 に、図 1 のトラヒックの内訳を示す。端末ユーザーのダウンロード需要が主要因となって

いることが見て取れる。
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令和 3年 3月

ᅗ 3 移ື通信トラヒックの推移 సᡂࡽ[12]

ᅗ 4に、ᅗ 1のトラヒックのෆヂを示す。➃ᮎࣘーࢨーの࢘ࢲンࣟーࢻ需要が要因となって
いることがぢてྲྀれる。

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

20
10
年

06
᭶
分

20
10
年

12
᭶
分

20
11
年

06
᭶
分

20
11
年

12
᭶
分

20
12
年

06
᭶
分

20
12
年

12
᭶
分

20
13
年

06
᭶
分

20
13
年

12
᭶
分

20
14
年

06
᭶
分

20
14
年

12
᭶
分

20
15
年

06
᭶
分

20
15
年

12
᭶
分

20
16
年

06
᭶
分

20
16
年

12
᭶
分

20
17
年

06
᭶
分

20
17
年

12
᭶
分

20
18
年

06
᭶
分

20
18
年

12
᭶
分

20
19
年

06
᭶
分

20
19
年

12
᭶
分

移動体通信総トラヒック㸦推定値㸧[Gbps]

アッࣟࣉーࢻ ࢻンࣟー࢘ࢲ

ᅗ 3　⛣ື㏻ಙࡢࢡࢵࣄࣛࢺ᥎⛣ [12] సᡂࡽ
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　表 2 には、各トラヒックの成長率をまとめる。2013 年以降の急速な拡大が明らかである。
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令和 3年 3月

ᅗ 4 ሗトラヒックෆヂู推移(A1sࡣ ISP5社によࡿ推定್) [11]ࡽసᡂ

表 2には、各トラヒックの成長率をまとめる。2013年以降の急㏿な拡大が᫂らかである。

表 2 トラヒックのᡂ㛗⋡ సᡂࡽ[11]

(A1s)
ࣥࣂࢻーࣟࣈ

ዎࢫࣅーࢧࢻ

⣙⪅の総トラ

ヒック㸦ISP5
社࢙ࢩによ

推定್㸧ࡿ
[Gbps]

(A2)
ののዎ⣙ࡑ

⪅㸦ᑓ⏝⥺ࠊ

ࢱࣥࢭࢱーࢹ

ー➼㸧のトラ

ヒック
[Gbps]

(B1) 
ᅜෆせ IXと
༠ຊ ISP5社と
でࡿࢀࡉ

トラヒック
[Gbps]

(B2) 
ᅜෆせ IXࢆ
ࡎࡉᅜෆ

ISP➼と༠ຊ
ISP5社とで
ࡿࢀࡉトラ

ヒック
[Gbps]

(B3)
ᅜእ ISP➼と
༠ຊ ISP5社と
でࡿࢀࡉ

トラヒック
[Gbps]

㸦T)
総ྜィ
[Gbps]

Up Down Up Down Up Down Up Down Up Down Total

2018್ 1,817 13,376 1,817 953 759 244 4,203 622 1,633 390 25,814

2018/2004
年ᡂ㛗⋡

16.2% 32.7% 40.1% 34.1% 23.9% 15.4% 36.3% 21.0% 33.5% 25.2% 30.1%

2018/2013
೧長率

17.0% 39.1% 40.1% 23.9% 40.5% 20.8% 51.8% 27.3% 18.0% 8.5% 34.3%

0
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B3-Up B3-Down Mobile-Up Mobile-Down

ᅗ 4　ሗࢡࢵࣄࣛࢺෆヂู᥎⛣㸦A1s ࡣ ISP 5 社ࡿࡼ᥎ᐃ್㸧 [11] సᡂࡽ

⾲ ᡂ㛗⋡ [11]ࡢࢡࢵࣄࣛࢺ　2 సᡂࡽ

㸦ὀ㸧ྛࠊࡶࢀࡎ࠸年 11 月ࡢ㏻ಙ㔞ࢆグ㍕࠾࡞ࠋ⛣ືయ㏻ಙࡳࡢ 12 月ࡢ㏻ಙ㔞ࠋࡿ࠸࡚ࢀࡉ♧ࡀ

表 2 トラヒックの成長率 [11]から作成

(A1s)
ブロードバンド
サービス契約者
の総トラヒック
（ISP5社シェ
アによる推定
値）[Gbps]

(A2)
その他の契約
者（専用線、
データセンタ
ー等）のトラ
ヒック
[Gbps]

(B1) 
国内主要 IX
と協力 ISP5
社とで交換さ
れるトラヒッ

ク
[Gbps]

(B2) 
国内主要 IXを
介さず国内 ISP
等と協力 ISP5
社とで交換され
るトラヒック

[Gbps]

(B3)
国外 ISP等と
協力 ISP5社と
で交換されるト
ラヒック
[Gbps]

(M)
移動体通信の
トラヒック

[Gbps]

（T)
総合計
[Gbps]

Up  Down Up  Down Up  Down Up  Down Up  Down Up  Down Total
2004年値 222 255 16 16 38 33 55 43 29 17 n.a. n.a. 723
2013年値 830 2,571 337 326 139 95 521 186 715 260 65 521 6,565
2018年値 1,817 13,376 1,367 795 544 182 3,259 475 1,696 442 375 2,535 28,725
2018/2004
年成長率

(%)
16.2 32.7 40.1 34.1 23.9 15.4 36.3 21.0 33.5 25.2 69.2 60.6 30.1

2018/2013
年成長率

(%)
17.0 39.1 40.1 23.9 40.5 20.8 51.8 27.3 18.0 8.5 41.9 37.2 34.3

(注) いずれも、各年 1１月の通信量を記載。なお移動体通信のみ 12月の通信量が示されている。
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㛵ಀࡢ㟂せࢡࢵࣄࣛࢺ㟂せࢶンࢸンࢥ  2.2

　次いで、トラヒック需要を情報コンテンツ需要から推計し、将来の予測を行うことを考える。

総務省情報通信政策研究所 [13] は、コンテンツ別の消費情報量の推移を示している。なお、地上

波、BS など放送は非通信系コンテンツに分類されている。この調査は、テキストページ数や動

画の視聴時間を情報量に換算した推定値も含む。結果の一例を表 3 に示す。

　この表から、端末ユーザーが消費する情報量では、動画が圧倒的なことがわかる。この全情報

消費量と、配信で供給されるトラヒックの関係を見る。表 4 は、前節に示したトラヒック調査の

固定系および移動系の A1 ダウンロードトラヒック年間情報量（EB/年）と、上記の動画配信情

報量（EB/年）を比較した。表 4 が示すよう、2014 年以降映像情報の配信量が急増し、エンドユー

ザーのダウンロードトラヒックの約 90％を占めるに至っている。

⾲ 3　⥲ົ┬ሗ㏻ಙᨻ⟇研究ᡤ㸪ࡢࢺࣇࢯ࣭ࢹ࣓ࠕไసཬࡧὶ㏻ࡢᐇែ㛵ࡿࡍㄪᰝ研究ࠖࡿࡼ

㏻ಙ⣔ࢥンࢸンࢶᾘ㈝ࡢ᥎⛣ [13]

　この映像情報の配信シェアの推移を分析する。なお、この調査では、表 5 のように通信系と非

通信系が定義されている。テレビ放送やビデオなど直ちに通信系に移行可能なものが、定義上非

通信系に含まれている。このため、現在の映像情報配信シェアは 46.5％となる。しかし映像系メ

ディアのうち、非配信でしか提供されないものは映画の一次利用のみであり、これは、過去全映

低炭素社会実現に向けた政策立案のための提案書
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㟂せとトラヒック㟂せの㛵ಀࢶテࣥࣥࢥ 2.2
次いで、トラヒック需要を情報コンテンツ需要から推計し、ᑗ᮶の予測を行うことを⪃࠼る。

総務省情報通信ᨻ⟇研✲ᡤ[13]は、コンテンツูのᾘ㈝情報量の推移を示している。な࠾、ᆅ上
Ἴ、BSなᨺ㏦は㠀通信⣔コンテンツに分㢮されている。この調査は、テ࢟スト࣌ージᩘや動画
のど⫈時間を情報量に換算した推定値もྵࡴ。結果の୍を表 3に示す。
この表から、➃ᮎࣘーࢨーがᾘ㈝する情報量では、動画がᅽಽ的なことがわかる。この全情報

ᾘ㈝量と、配信で౪⤥されるトラヒックの関ಀをぢる。表 4は、๓節に示したトラヒック調査の
ᅛ定⣔࠾よࡧ移動⣔の㸿１࢘ࢲンࣟーࢻトラヒック年間情報量(EB/年)と、上グの動画配信情報

量(EB/年)を比較した。表 4が示すよう、2014年以降ᫎീ情報の配信量が急増し、エンࣘࢻーࢨ
ーの࢘ࢲンࣟーࢻトラヒックの⣙ 90％を༨めるに⮳っている。

表 3 総ົ┬ሗ通信政策◊✲ᡤ㸪ࣇࢯ࣭ࢹ࣓ࠕトのไసཬびὶ通の実態に㛵ࡿࡍㄪᰝ◊✲ࠖによࡿ

通信⣔ࣥࢥテࣥࢶᾘ㈝の推移[13]

年 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017



ᕷ

ሙ

ᫎീ⣔

(億時間) 1,735 1,727 1,670 1,775 1,830 1,859 1,786 1,762 1,770 1,775

㡢ኌ⣔

(億時間) 275 294 263 248 249 270 261 253 232 240

テ࢟スト

⣔(㡫) 11.5 10.6 10.4 10.3 10.5 9.8 11.8 9.5 10.7 11.6

ᫎീ⣔

(EB) 1,320 1,313 1,270 1,350 1,392 1,414 1,358 1,340 1,346 1,350

㡢ኌ⣔

(EB) 0.932 0.997 0.892 0.841 0.844 0.915 0.885 0.858 0.787 0.814 

テ࢟スト

⣔(EB)
2.277 2.099 2.060 2.040 2.079 1.941 2.337 1.881 2.119 2.297 

ྜ計㸦EB) 1322.8 1316.6 1273.1 1352.9 1394.8 1416.7 1361.6 1342.9 1349.1 1353.1 

㏻

ಙ

ᕷ

ሙ

ᫎീ⣔

(億時間) 126 163 182 254 294 403 461 475 517 600

㡢ኌ⣔

(億時間) 91.67 98.00 98.63 110.22 124.50 101.25 97.88 108.43 116.00 90.00 

テ࢟スト

⣔(㡫) 1.49 1.48 1.49 1.53 1.75 1.52 2.10 2.11 2.43 2.97 

ᫎീ⣔

(EB) 96.0 123.9 138.6 192.9 223.7 306.3 350.5 361.6 393.5 456.6 

㡢ኌ⣔

(EB) 0.311 0.332 0.334 0.374 0.422 0.343 0.332 0.368 0.393 0.305 

テ࢟スト

⣔(EB)
0.295 0.294 0.294 0.304 0.347 0.302 0.415 0.418 0.482 0.588 

ྜ計㸦EB) 96.3 124.2 138.9 193.2 224.1 306.7 350.9 362.0 393.9 456.9 

このᫎീ情報の配信࢙ࢩアの推移を分析する。な࠾、この調査では、表 5のように通信⣔と㠀
通信⣔が定⩏されている。テレࣅᨺ㏦や࢜ࢹࣅなࡕ┤に通信⣔に移行可能なものが、定⩏上㠀

通信⣔にྵまれている。このため、⌧在のᫎീ情報配信࢙ࢩアは 46.5％となる。しかしᫎീ⣔メ
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像市場の 3.3％から 3.8％の間のシェアで上下している。そこで、将来のシェアについて、飽和値

96.5％を仮定してロジットモデルを適用する。結果は

　　　　　　　　　　
　　　映像シェアln（　　　　　　　 ）=  0.212*Year － 427.
　　１－映像シェア    （1）

      （20.5）　　　　　　　　R2=0.98

となる 2）。これを延長すると、図 5 のように 2030 年にはほぼすべてが配信サービスに移行する

と考えられる。

⾲ 年㛫ሗ㔞ẚ㍑ࡢ㓄ಙ㔞⏬ືㄪᰝࢡࢵࣄࣛࢺ　4

⾲ 5　⥲ົ┬ㄪᰝ [13] ⩏ᐃࡢᫎീሗࡢ

ὀ㸸ࠊࡣ࢜ࢹࣅ㈍ࣞࠊンタࣝࠋࡿࢀࡲྵࡀ

低炭素社会実現に向けた政策立案のための提案書

通信トラヒックの推移および Covid-19緊急事態宣言のもとでのテレワークの影響の定量的分析
令和 3年 3月

㠀配信でしか提౪されないものはᫎ画の୍次⏝のみであり、これは、㐣ཤ全ᫎ、ࡕアのうࢹ

ീᕷሙの 3.3％から 3.8％の間の࢙ࢩアで上下している。そこで、ᑗ᮶の࢙ࢩアについて、飽和値
96.5％を௬定してࣟジットࣔࢹルを㐺⏝する。結果は

݈݊ ൬ ᫎീ࢙ࢩア

１ିᫎീ࢙ࢩア൰=0.212*Year – 427. 㸦1㸧

                 (20.5)        R2=0.98

となる2㸧。これをᘏ長すると、ᅗ 5のように 2030年にはࡰすてが配信ࢧーࣅスに移行すると
。られる࠼⪄

表 4 トラヒックㄪᰝとື⏬㓄信量の年間ሗ量ẚ㍑

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018
૱務トラ
ヒックࠬ
(EB/೧)

29.3 37.7 45.0 55.4 69.7 97.5 136.2 205.5 304.1 404.6 501.8 

ӫๅʁ
௪৶ࢋܧ
(EB/೧)

96.0 123.9 138.6 192.9 223.7 306.3 350.5 361.6 393.5 456.6 ー

ླྀ௪ྖർ率 30.6% 30.4% 32.5% 28.7% 31.2% 31.8% 38.8% 56.8% 77.3% 88.6% ー

表 5  総ົ┬ㄪᰝ[13]のᫎീሗの定⩏

ὶ通メࢹア

通信⣔コンテン

ツ

PC ンࢱーネット、ᦠᖏンࢱーネット、その他通信ネットワーク
㸦ࢹジࢱルࢧネージ、通信࢝ラ࢜ケ、࢜ンラン㹂㹀㸧

㠀通信⣔コンテ

ンツ

ሙ上ᫎ㸦ࢹジࢱル㸧、࢜ࢹࣅ㸦DVD/BD㸧、ᆅ上ᨺ㏦、⾨ᫍᨺ㏦、ࢤー࣒、
レコーࢻ㸦CD㸧、ࣇ࢜ラン㹂㹀

ὀ㸸࢜ࢹࣅには、㈍、レンࢱルがྵまれる。

2) ( )ෆはᅇᖐಀᩘの t-値を表す。以下、本❶に⌧れる時⣔ิࢹーࢱにᑐするᅇᖐᘧは、いࡎれも༢᰿᳨定を
パスしている、

2）  （　）内は回帰係数の t- 値を表す。以下、本章に現れる時系列データに対する回帰式は、いずれも単位根

検定をパスしている。
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　次に、コンテンツ別の情報消費量に着目する。ここでは、一人当たり情報消費量と一人当たり

実質所得に着目する。

（1）  映像視聴時間

　表 6 のように全人口に対する一人当たり視聴時間は所得や価格に対し有意な結果を与えなかっ

たが、「64 歳以下人口一人当たり視聴時間」は「一人当たり実質 GDP」と有意な結果を与えた。

回帰係数の t- 値は 4.54 である。推移を図 6 に示す。なお、ゲーム、テレビ、Web 視聴などはこ

こに入る。
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ᅗ 5 ᫎീሗᾘ㈝におけࡿ㓄信࢙ࢩ(㣬和್ (௬定ࢆ96.5%

次に、コンテンツูの情報ᾘ㈝量に╔┠する。ここでは、୍人ᙜたり情報ᾘ㈝量と୍人ᙜたり

実質ᡤᚓに╔┠する。

(1) ᫎീど⫈時間
表 6のように全人口にᑐする୍人ᙜたりど⫈時間はᡤᚓや価᱁にᑐし᭷ពな結果を࠼なかっ
たが、64ࠕ ṓ以下人口୍人ᙜたりど⫈時間ࠖは୍ࠕ人ᙜたり実質 GDPࠖと᭷ពな結果を࠼た。
ᅇᖐಀᩘの t-値は 4.54である。推移をᅗ 6に示す。なࢤ、࠾ー࣒、テレࣅ、Webど⫈なはここ
にධる。

表 6  年㱋୍ูேᙜたࡾᫎീど⫈時間と୍ேᙜたࡾGDPの㛵ಀᘧ

ln(୍ேᙜᫎ

ീ㛫)

ln(U59ேᙜ

ᫎീ㛫)

ln(U64ேᙜ

ᫎീ㛫)

ln(U69ேᙜ

ᫎീ㛫)

ln(U74ேᙜ

ᫎീ㛫)

ln GDP/ே 0.44 1.04 1.16 0.91 0.80 

ษ∦ -0.99 -5.57 -6.67 -4.73 -3.91 

R2 0.27 0.62 0.72 0.59 0.55 

0
0.1
0.2
0.3
0.4
0.5
0.6
0.7
0.8
0.9

1

200820102012201420162018202020222024202620282030

予測࢙ࢩア ほ測値

ᅗ 5　ᫎീሗᾘ㈝ࡿࡅ࠾㓄ಙ࢙ࢩ㸦㣬和್ 96.5% ௬ᐃ㸧ࢆ

⾲ 6　年㱋୍ู人ᙜࡾࡓᫎീど⫈㛫୍人ᙜࡾࡓ GDP 㛵ಀᘧࡢ
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（2）  音声情報需要時間

　音声情報は、表 3 のように漸減傾向が続いている。実際、表 7 のように一人当たり情報需要の

回帰式をとると統計的に有意ではあるものの、R2 は低い。ここでは、音声系では配信系と非配信

系の現状での棲み分けができていると仮定し、配信情報量をそのまま回帰し、予測値とした。
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通信トラヒックの推移および Covid-19緊急事態宣言のもとでのテレワークの影響の定量的分析
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ᅗ 6 64ṓ௨ୗே୍ཱྀேᙜたࡾᫎീど⫈時間とᡤᚓの㛵ಀ

(2) 㡢ኌ情報需要時間
㡢ኌ情報は、表 3のように減ഴ向が続いている。実㝿、表 7のように୍人ᙜたり情報需要の
ᅇᖐᘧをとると⤫計的に᭷ពではあるものの、R2はపい。ここでは、㡢ኌ⣔では配信⣔と㠀配信

⣔の⌧≧での᳇み分けができていると௬定し、配信情報量をそのままᅇᖐし、予測値とした。

表 7 㡢ኌሗ㓄信量 ᅇᖐ分析結果

ln(୍ேᙜ㡢

ኌ㛫)

ln(U59ே

ᙜ㡢ኌ

㛫)

ln(U64

ேᙜ㡢

ኌ㛫)

ln(U69

ேᙜ㡢

ኌ㛫)

ln(U74

ேᙜ㡢

ኌ㛫)

ln GDP/ே -1.28 -0.68 -0.56 -0.81 -0.92 

ษ∦ 11.33 6.76 5.65 7.59 8.41 

R2 0.50 0.23 0.15 0.28 0.34 

(3) テ࢟スト情報需要࣌ージ
テ࢟スト情報では、表 3のように配信ᕷሙのྜが増加するഴ向がうかが࠼るものの、全体と
しては᫂☜なഴ向はなく、୍人ᙜたりでみても᭷ពなᅇᖐᘧはᚓられていない。ここでは、୍人

ᙜたりで୍定値を௬定することとしている。

また、テ࢟スト情報では配信࢙ࢩアが増࠼ていることから、配信࢙ࢩアについてࣟジットࣔࢹ

ルを㐺⏝したとこࢁ、次の関ಀをᚓた。

݈݊ ൬ 配信࢙ࢩアଵି配信࢙ࢩア൰ = ͲǤͲͻͲ כ ൫年次൯ െ ͳͺ3.       (2)

                (8.98)     R2=0.90
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U64୍人ᙜたりᫎീど⫈時間(h/年)

U64୍人ᙜど⫈時間 予測値: Y

ᅗ 6 64 ṓ௨ୗ人୍ཱྀ人ᙜࡾࡓᫎീど⫈㛫ࡢᐇ⦼್୍人ᙜࡾࡓᡤᚓࡿࡼᅇᖐண ್ࡢ᥎⛣

⾲ 7　㡢ኌሗ㓄ಙ㔞ᅇᖐศᯒ⤖ᯝ

低炭素社会実現に向けた政策立案のための提案書

通信トラヒックの推移および Covid-19緊急事態宣言のもとでのテレワークの影響の定量的分析
令和 3年 3月

ᅗ 6 64ṓ௨ୗே୍ཱྀேᙜたࡾᫎീど⫈時間とᡤᚓの㛵ಀ

(2) 㡢ኌ情報需要時間
㡢ኌ情報は、表 3のように減ഴ向が続いている。実㝿、表 7のように୍人ᙜたり情報需要の
ᅇᖐᘧをとると⤫計的に᭷ពではあるものの、R2はపい。ここでは、㡢ኌ⣔では配信⣔と㠀配信

⣔の⌧≧での᳇み分けができていると௬定し、配信情報量をそのままᅇᖐし、予測値とした。

表 7 㡢ኌሗ㓄信量 ᅇᖐ分析結果

ln(୍ேᙜ㡢
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ln(U59ே
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ln(U74

ேᙜ㡢

ኌ㛫)

ln GDP/ே -1.28 -0.68 -0.56 -0.81 -0.92 

ษ∦ 11.33 6.76 5.65 7.59 8.41 

R2 0.50 0.23 0.15 0.28 0.34 

(3) テ࢟スト情報需要࣌ージ
テ࢟スト情報では、表 3のように配信ᕷሙのྜが増加するഴ向がうかが࠼るものの、全体と
しては᫂☜なഴ向はなく、୍人ᙜたりでみても᭷ពなᅇᖐᘧはᚓられていない。ここでは、୍人

ᙜたりで୍定値を௬定することとしている。

また、テ࢟スト情報では配信࢙ࢩアが増࠼ていることから、配信࢙ࢩアについてࣟジットࣔࢹ

ルを㐺⏝したとこࢁ、次の関ಀをᚓた。

݈݊ ൬ 配信࢙ࢩアଵି配信࢙ࢩア൰ = ͲǤͲͻͲ כ ൫年次൯ െ ͳͺ3.       (2)

                (8.98)     R2=0.90
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U64୍人ᙜど⫈時間 予測値: Y

（3）  テキスト情報需要ページ

　テキスト情報では、表 3 のように配信市場の割合が増加する傾向がうかがえるものの、全体と

しては明確な傾向はなく、一人当たりでみても有意な回帰式は得られていない。ここでは、一人

当たりで一定値を仮定することとしている。

　また、テキスト情報では配信シェアが増えていることから、配信シェアについてロジットモデ

ルを適用したところ、次の関係を得た。

　　　　　　　　　　
　　　配信シェアln（　　　　　　　 ）=  0.090*（年次）－ 183.
　　１－配信シェア

  （2）

      （8.98）　　　　R2=0.90
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　以上のコンテンツ回帰式に、GDP 成長シナリオのもとで、国立人口問題研究所による年齢別将

来人口予測 [16] と合わせ適用することで将来のコンテンツ別情報需要を推計できる。ここでは、

GDP 成長率を 0.8％ /年とした。

　これによる推計値に（1）および（2）の配信シェアを乗じることで、コンテンツ別の配信情報

需要量の予測値を得られる。ただし、映像については画質による通信トラヒックが大きく変化す

るので、現状から通信量が × 2、× 3、× 4 と変化した場合の推移を図 7 に示す。音声情報、テキ

スト情報は無視できる大きさでしかない。実際には、× 1 から × 4 まで逐次推移するものと考え

られる推移平均の線は、一例として 2025 年に × 2 画質に、2040 年に × 4 画質に 90％移行すると

仮定した場合のシナリオである。表 8 には、各ケースの 2015 ～ 2030 年間の平均成長率を示した。
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日本では、人口が飽和から減少に向かうため、2030 年を過ぎると通信量も飽和傾向となる結果が

得られているが、動画質の向上のため、それでも年率約 20％の成長が見込まれる。

2.3  ࢡࢵࣄࣛࢺ㟂せࡢᑗ᮶ண 

　前節のコンテンツ需要から推計した情報トラヒック需要は、A1 + 移動体通信ダウンロードに

相当する。全体のトラヒックを推計するために、総務省トラヒック調査をもとに、① A1（端末）アッ

プロード /ダウンロード比率、② A2 全トラヒック（一般ユーザー + DC + 企業）、③ B1+B2+B3
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トラヒック（ISP 9 社以外）/（A1+A2 トラヒック）比率、の関係式を求め、将来推計を行う。

A2 トラヒックは、過去 2008 ～ 2018 年の間に年率 29％で上昇している。ここでは、以下の関

係式を推計した。なお、A1TM は ISP 5 社のトラヒックに基づく固定線の推計値に移動体通信の

トラヒックを加えたものである。なお、以下説明変数直後の（－）は 1 期の遅れを示す。

　　　　　　　　　　lnA2T= －0.932 + 0.503 lnA2T (－) + 0.514 lnA1TM　　　  （3）
     （5.17）         　（4.39） R2=0.994

である。A1T に動画画質に現状 × 2 を仮定した場合は、A2 トラヒックは 2030 年付近まで年率

25％で成長するが、その後、飽和に向かう。

　（A1+A2）と ISP 9 社以外および外国とのトラヒックすなわち（B1+B2+B3）との関係は図 8 の

ように減少傾向が続いている。回帰式として、（4）を得た。
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ッࣟࣉーࢻ㸭࢘ࢲンࣟーࢻ比率、ղ A2 全トラヒック(୍⯡ࣘーࢨー＋DC+企業)、ճ B1+B2+B3
トラヒック(ISP9社以እ)㸭(A1+A2トラヒック)比率、の関ಀᘧをồめ、ᑗ᮶推計を行う。

A2トラヒックは、㐣ཤ 2008～2018年の間に年率 29％で上昇している。ここでは、以下の関ಀ
ᘧを推計した。な࠾、A1TMは ISP5社のトラヒックに基づくᅛ定⥺の推計値に移動体通信のトラ
ヒックを加࠼たものである。な࠾、以下ㄝ᫂変ᩘ┤後の(-)は 1ᮇの㐜れを示す。

�� 𝑇𝑇ʹܣ = െͲǤͻ͵ʹ  ͲǤͷͲ͵݈݊ܣʹ𝑇𝑇(െ)  ͲǤͷͳͶ݈݊ܣͳ𝑇𝑇(3)     ܯ
   (5.17)         (4.39) R2=0.994

である。A1Tに動画画質に⌧≧×2を௬定したሙྜは、A2トラヒックは 2030年㏆まで年率 25％
で成長するが、その後、飽和に向かう。

(A1+A2)と ISP9 社以እ࠾よࡧእᅜとのトラヒックすなわࡕ(B1+B2+B3)との関ಀはᅗ 8 のよう
に減少ഴ向が続いている。ᅇᖐᘧとして、(4)をᚓた。

ᅗ 8 ➃ᮎトラヒックと IPS間およびእᅜ間トラヒックの㛵ಀ

ln {(B1+B2+B3)/(A1+A2)} = 0.885*ln {(B1+B2+B3)/(A1+A2)}(-) – 0.107     (4)

                           (9.7)                  R2=0.772
表 8の動画質×1から×2、×4へと推移するケースについて、ᑗ᮶のトラヒックを推計すると、
ᅗ 9のようになる。
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 ln {(B1+B2+B3)/(A1+A2)} = 0.885*ln {(B1+B2+B3)/(A1+A2)}(－)－0.107  　　  （4）
     (9.7)   R2=0.772

　表 8 の動画質 × 1 から × 2、× 4 へと推移するケースについて、将来のトラヒックを推計すると、

図 9 のようになる。
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　年成長率は表 9 のように、2030 年までは年率約 22％程度で推移するが、その後人口減少のた

め飽和に向かう。
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ᅗ 9 ື⏬㉁の�1→�2→�4推移のሙྜのᑗ᮶の通信トラヒック推定್

年成長率は表 9 のように、2030 年までは年率⣙ 22％⛬ᗘで推移するが、その後人口減少のた
め飽和に向かう。

表 9 トラヒックのᑗ᮶推移(ື⏬㉁の�1→�2→�4推移のሙྜ)

೧長率 A1s+M A2 B1+B2+B3 Total

2018/2010 30.6% 30.1% 29.8% 30.3%

2030/2010 21.7% 23.1% 22.0% 22.0%

2050/2010 12.1% 13.1% 12.3% 12.3%

LCS ᨻ⟇提案書[10]では、Cisco の報࿌と㐣ཤの実績値に基づき年率 27％の成長が継続される
ことを๓提としてᢏ⾡評価を行っている。本予測では、2030年までは年率 20％を㉸࠼る成長を示
すものの、それ以降は飽和ഴ向が示される。これは、本予測では㐣ཤのトラヒック増加の因と

スの拡大のみをᑐ㇟としてᑗ᮶にᘏ長したのにᑐし、[10]では㐣ཤのࣅーࢧられる動画配信࠼⪄
27％成長と同ᵝのンࢱーネット需要が今後も新たに発生し続けることを௬定しているためであ
る。

動画配信について、ᑗ᮶の大きな可能性の୍つである VR配信をとりあࡆる。3D360ᗘのᫎീ
の提౪は、ᚑ᮶のࢹスࣉレとは全く␗なるࢧーࣅスとなる可能性がある。▮㔝⤒῭研✲ᡤ[17]
は、
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LCS ᨻ⟇提案書[10]では、Cisco の報࿌と㐣ཤの実績値に基づき年率 27％の成長が継続される
ことを๓提としてᢏ⾡評価を行っている。本予測では、2030年までは年率 20％を㉸࠼る成長を示
すものの、それ以降は飽和ഴ向が示される。これは、本予測では㐣ཤのトラヒック増加の因と

スの拡大のみをᑐ㇟としてᑗ᮶にᘏ長したのにᑐし、[10]では㐣ཤのࣅーࢧられる動画配信࠼⪄
27％成長と同ᵝのンࢱーネット需要が今後も新たに発生し続けることを௬定しているためであ
る。

動画配信について、ᑗ᮶の大きな可能性の୍つである VR配信をとりあࡆる。3D360ᗘのᫎീ
の提౪は、ᚑ᮶のࢹスࣉレとは全く␗なるࢧーࣅスとなる可能性がある。▮㔝⤒῭研✲ᡤ[17]
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LCS 政策提案書 [10] では、Cisco の報告と過去の実績値に基づき年率 27％の成長が継続される

ことを前提として技術評価を行っている。本予測では、2030 年までは年率 20％を超える成長を

示すものの、それ以降は飽和傾向が示される。これは、本予測では過去のトラヒック増加の主因

と考えられる動画配信サービスの拡大のみを対象として将来に延長したのに対し、[10] では過去

の 27％成長と同様のインターネット需要が今後も新たに発生し続けることを仮定しているためで

ある。

   動画配信について、将来の大きな可能性の一つである VR 配信をとりあげる。3D 360 度の映像

の提供は、従来のディスプレイとは全く異なるサービスとなる可能性がある。矢野経済研究所 [17]
は、

「国内の XR（VR/AR/MR）360°動画市場規模は 2019 年（見込み）3951億円から 2025 年（予測）

11952億円に成長する」（年率 20% の成長）
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との予測を示した。Google の開発計画の凍結により「スマホ VR」の先行きが不透明になったこ

とを指摘しつつ、「市場の期待とは裏腹に XR（VR/AR/MR）360°動画市場の拡大は緩やか」と

している。

VR 配信のトラヒックの影響について、VR 開発企業のサイト https://www.vr-creek.com/topics/ 
vr4kresolution は、

1 面を 2.5K 画像で見るには、映像データは理想値として 5K を必要とし、撮影時にはさらにその

倍程度のデータを必要とする。ただし端末側の処理の関係から映像データは 4K を用いることが

多い。

としており、すべての動画配信が VR レベルになるならば配信動画質は 6 倍～ 12 倍が必要とな

ることになる。これに合わせ、A2 や B1 ～ B3 も増加する。ただし、VR ゴーグルの長時間使用

の健康影響については、今後注意が促される可能性はある。

　今後の発展が予想される新たな情報サービスには、従来型のコンテンツ消費のほか、自動運転

車、MaaS、医療、IoT など様々な提案がある。しかし、現時点ではそれらがどの程度普及し、ど

の程度のトラヒックを生むのかについては情報がない。

　例えば、大きな社会的影響を持つ自動運転車の普及について、すべての環境情報の処理と車両

制御をセンターからの通信で賄おうとすると、位置誤差やタイムラグが安全性について決定的に

問題となる。このため車両本体にもなんらかの環境認識と制御機能が必要とされる。その場合も

位置情報、環境情報、制御情報などをどこまでサーバからの通信で賄うか、あるいは車両本体が

受け持つことになるかは、現段階では不明確であったため、ここでは検討せず、今後の調査課題

とした。

　このように、将来の可能性が評価されていない技術課題が多いため、本予測は、特に 2030 年

以降においては保守的なものとなっているといえる。

　情報トラヒックの増加のもう一つの背景に、通信の価格低下を上げることができる。図 10 は、

通信関連業（固定電気通信、移動電気通信、電気通信に付帯するサービス、インターネット附随

サービス業）の産出額合計（名目値および 2011 年実質価格）を総通信トラヒックで除すことで

得た情報量当たり平均価格と総通信トラヒックとの関係である。名目、実質いずれで見ても両者

の間の強い負の関係を見ることができる。実際、実質価格を用いて両者の関係を求めると、

ln（総通信量）=0.45 ln（総通信量）（－）－0.66ln（通信価格）+ 6.54    （5）
  　（7.0）   　　（8.5）   R2=0.995    

の回帰式が得られる。長期価格弾性値は1.21であり、技術の進歩と需要の拡大が互いに促進しあっ

ている様子がうかがえる。同時に、2010 年以降のほぼ直線的な価格低下は、2014 年以降のトラヒッ

クの急拡大を説明できないことから、他の要因の存在が示唆される。実際、2008 ～ 2013 年の間

に国内の動画配信サービス業だけでなく Hulu や NetFlix など海外の動画配信サービスも参入し、

配信サービスを受ける機会が増えたことは一因と考えられる。
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)�  TCj のᅊᅋਸʍの影響と Covid-19 緊急事態宣言におɀるテレワークの分析

　前章では動画配信など主に娯楽系コンテンツの情報トラヒックの影響を分析した。ビジネスへ

の影響としては、まず情報技術の導入による生産性変化と、テレワークなど「働き方」の変化が

企業の生産性や情報トラヒックにどのように影響するかの定量的評価が、Society5.0 を社会に実

装し、ゼロエミッション社会へのイノベーションの 1 ステップとするための課題となる。しかし、

プロダクトイノベーションと異なり、オフィスワークの生産性改善とはマネジメントやビジネス

モデルの改良など、効果が全体的なため ICT 導入の定量的評価は難しい。

ICT の利用の導入実績と生産性への効果は、平成 12 年から続く総務省の通信利用動向調査（企

業編）のアンケート調査を利用できる [18]。この調査では、テレワーク、AI/IoT、クラウドサー

ビスの情報技術導入率と生産性への効果を企業にアンケート調査している。平成 29 年から令和

元年度の調査では、産業部門別の生産性変化も示している。まず、この調査結果をもとに ICT 導

入と労働生産性の効果を見る。

ぢ▱ศᯒࡢㄪᰝࢺーࢣン┬ົ⥲  3.1

（1）  IoT/AI の利活用と生産性変化

　この調査では、IoT/AIの利活用を「データの収集・解析の ICT化」と位置付ける。2016年以前では、

調査対象が「電子タグ、GPS 等の無線通信技術の採用」となっていたため、データが連続しない

点に注意が必要である。

　図 11 に 2008 ～ 2019 年間の IoT/AI（2016 年以前は無線タグ）導入企業比率、図 12 にその生

産性改善効果を資本金 5000万円以上 /未満別に、図 13 にはその製造業 /非製造業別に図示した。

なお調査企業数は全国約 2,400 ～ 2,800 社、生産性とは（営業利益 + 人件費 + 減価償却費）÷従

業者数で定義されている。
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๓❶では動画配信なにፗᴦ⣔コンテンツの情報トラヒックの影響を分析した。ࣅジネスへ

の影響としては、まࡎ情報ᢏ⾡のᑟධによる生産性変化と、テレワークなࠕ働き方ࠖの変化が

企業の生産性や情報トラヒックにのように影響するかの定量的評価が、Society5.0 を社会に実
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　ほぼ全期間を通じ、図 13 では製造業、非製造業とも IoT 導入企業の方が高い生産性を示して

おり、製造業で期間平均 20％、非製造業で期間平均 27％の情報を示す。図 12 は企業規模の差を

明確に示しており、5000万円以上で期間平均22％、5000万円未満で8％の差となっている。しかし、

ほぼ全期間で IoT 導入は生産性向上に寄与している。

（2）  クラウドコンピューティング利用

　図 14 に 2008 ～ 2019 年間のクラウドコンピューティング /SaaS 導入企業比率の推移、図 15 に

その生産性改善効果を資本金 5000万円以上 /未満別に、図 16 にはこれを製造業 /非製造業別に

示した。クラウドコンピューティング /SaaS はソフトウェア管理をアウトソーシング化し、その

要員を削減できるので生産性の向上が期待できる。これは業種と企業の規模によるが、図 14 は

あらゆる企業に普及が進んでいることを示す。
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全ᮇ間を通じ、ᅗࡰ 13では〇造業、㠀〇造業とも IoTᑟධ企業の方が高い生産性を示して࠾
り、〇造業でᮇ間平均 20％、㠀〇造業でᮇ間平均 27％の情報を示す。ᅗ 12は企業つᶍのᕪを᫂
☜に示して࠾り、5000 円以上でᮇ間平均 22％、5000 円ᮍ‶で 8％のᕪとなっている。しか
し、ࡰ全ᮇ間で IoTᑟධは生産性向上にᐤしている。

(2) クラࢻ࢘コンࣗࣆーテンࢢ⏝
ᅗ 14に 2008～2019年間のクラࢻ࢘コンࣗࣆーテンࢢ㸭SaaSᑟධ企業比率の推移、ᅗ 15に
その生産性ᨵၿ効果を㈨本金 5000 円以上/ᮍ‶ูに、ᅗ 16 にはこれを〇造業/㠀〇造業ูに示
した。クラࢻ࢘コンࣗࣆーテンࢢ/SaaS はソࣇト࢙࢘ア⟶⌮をア࢘トソーࢩンࢢ化し、その要
ဨを削減できるので生産性の向上がᮇᚅできる。これは業✀と企業のつᶍによるが、ᅗ 14はあら
。でいることを示すࢇる企業にᬑཬが㐍ࡺ
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　図 15 は、企業規模が大きいほどクラウドコンピューティングの効果も顕著である一方、5000
万円未満の企業規模では効果が薄いことが示される。2008 年以降の期間平均生産性向上率は大企

業、中小企業それぞれ 25.0％、1.9％、業種の差ではほぼ 2012 年以降導入効果が製造業・非製造
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  　（14.6）    　（1.8）   R2=0.82
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クラウド利活用ダミーの p- 値は 0.078 であり、さほど高いとはいえない。これは資本金 5000万円

未満の企業は効果が明確でないためである。

（3）  テレワーク

　テレワークは、在宅勤務、移動オフィス、サテライトオフィスからなる。図 17 に 2008 ～ 2019
年間のテレワーク導入企業比率の推移、図 18 にその導入による生産性改善効果を資本金 5000万
円以上 /未満別に、図 19 には製造業 /非製造業別に示した。図 17 から、2011 年以降テレワーク

導入が全体的に拡大していることがわかる。

ᅗ ⛣᥎ࡢ⋠ᑟධᴗẚࢡー࣡ࣞࢸࡢᅇ⟅ᴗࢺーࢣン　17
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　テレワークの場合も、企業規模の差が顕著である。製造業、非製造業で見ても対象企業は 2012
年以降高い効果を示している。すなわち、テレワークに対応するマネジメント体制のある大企業

では生産性の向上を実現でき、これは業種にあまりよらない、という知見を得ることができる。

　生産性について、以下のような回帰式を得た。

（生産性）= 425.2 + 407.5*（資本金 5000万円以上ダミー） + 846.7*（従業員テレワーク率）　（7）
    （16.2）    　　　（4.9） 　　R2=0.87

　以上から、この総務省の調査から次のような知見を得ることができる。

①   ICT 導入と生産性上昇の間には、定性的には正の関係が見られる。ただし、資本金 5000万円

以上の企業で顕著なことから、ICT活用のために業態を変えるだけのゆとりのあった企業では、

20％～ 30％の生産性改善が実現できたと解釈できる。SaaS/クラウドコンピューティングで

はこれが比較的顕著に見られる。テレワークも同様である。IoT/AI はアンケート設問が途中

で変化しているため一貫性に欠けるが資本金 5000万円以上の企業で効果がみられる点は同様

といえる。

②   調査によればテレワーク、SaaS/クラウドの採用企業割合はほぼ並行して拡大しており、これ

らは大企業では同時に導入されている可能性が高く、効果の分離は困難である。テレワーク

ではモバイルワークと在宅勤務が主でありサテライトオフィスは少ない。

③   IoT/AI 調査の設問は 2017 以降導入され、それ以前は IC タグなど無線技術によるデータ収集

が調査されており不連続となっている。しかし、いずれも導入企業割合は調査期間内でほぼ

一定である。2017 年以降の生産性上昇への寄与の傾向はまだはっきりしないものの、2019 年

では全業種で正の効果が出ている。

④   以上から、今回、主にビジネスマネジメントに着目する汎用性の高い ICT 導入は、一貫して

大企業において効果を出し、採用企業割合が高まるにつれ産業全体の生産性改善に寄与した

と考えられる。しかし、資本金 5000万円以下の中小企業ではいずれの ICT もまだ効果が明ら

かでなく、全体として差が拡大する懸念がある。

ᅗ ู✀ᛶኚ̿ᴗ⏘⏕ࡿࡼᑟධࢡー࣡ࣞࢸ　19
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　産業全体としては、これら ICT 導入の普及率の上昇とともに生産性も上昇すると考えられる。

図 14、図 17 に見られるよう、導入企業の割合はクラウド /SaaS では 2010 年以降、テレワークは

2012 年以降に比較的明確な上昇トレンドが見られた。産業全体では、採択企業の生産性上昇率に

採用企業率を乗じた平均値で生産性が上昇すると考えられる。そこで、テレワークとクラウド /

SaaS の 2ICT について、導入シェアにロジットモデルを適用し将来のシェアの推移を求めた。結

果を表 10 に示す。

⾲ ࢻ࢘ࣛࢡࡧཬࢡー࣡ࣞࢸ　10 / SaaS ᥇⏝ᴗࣞࢺࡢ࢙ࢩンࢻ

ࡣ࡛ࡇࡇ ln 㸦᥇ᢥ⋡ /㸦1 㸫᥇ᢥ⋡㸧㸧=A࣭Year 㸩 B ࠋࡓࡵࡣ࡚࠶ࢆ

IoT/AI は 2018 年、2019 年の 2 点しか調査がなくトレンドについては議論できないので、クラ

ウドコンピューティングのパラメータを適用し延長するとする。

　なお、現在、経済産業省では中小企業向けのサプライチェーンの電子化によるデータ交換共有

プロジェクトを進めており（ドイツが Industry4.0 で先行）、このようなインフラによるトランザ

クション時間短縮ができれば、次第に大企業の生産性向上効果に近づくことが期待できる。

3.2  Covid-19 ⥭ᛴែᐉゝୗ࣡ࣞࢸࡿࡅ࠾ーࡢࢡᙳ㡪

　テレワークの導入は、「働き方」を改革し、生産性にもプラスに寄与するといわれており、同

時に通信トラヒックにも負荷をかけることになる。これまでは採用企業が限られデータが不十分

であったが、2020 年 3 月のコロナ禍による緊急事態宣言によりテレワークに急速に注目が高まり、

都市部では多くの企業が導入した。これに伴い、多くの機関がテレワークの実態調査アンケート

を実施した。

　例えば、Cnet Japan[19] は Unipos 調査を以下のように紹介している。

2020 年 4 月に Unipos が実施したアンケートは、テレワークによる「全国のテレワークを実施

している上場企業の管理職 333 名と 20 歳以上の正社員 553 名（一般社員）を対象として、『テレワー

ク長期化に伴う組織課題』に関する意識調査を 4 月 24 ～ 27 日にインターネットリサーチという

形で実施。その結果を 4 月 30 日付で公表」では、一般社員で 44.6％、管理職で 38.7％が生産性

の低下を回答している。理由は、過去にも指摘されてきたよう、「コミュニケーションの取りに

くさ」「社内連携の難しさ」が上位である。しかし、コロナ終息後もテレワークを望むか、に対
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かでなく、全体としてᕪが拡大するᠱᛕがある。

産業全体としては、これら ICTᑟධのᬑཬ率の上昇とともに生産性も上昇すると⪃࠼られる。
ᅗ 14、ᅗ 17にぢられるよう、ᑟධ企業のྜはクラࢻ࢘/SaaSでは 2010年以降、テレワー
クは 2012年以降に比較的᫂☜な上昇トレンࢻがぢられた。産業全体では、᥇ᢥ企業の生産性
上昇率に᥇⏝企業率をじた平均値で生産性が上昇すると⪃࠼られる。そこで、テレワーク

とクラࢻ࢘/SaaSの 2ICTについて、ᑟධ࢙ࢩアにࣟジットࣔࢹルを㐺⏝しᑗ᮶の࢙ࢩアの推
移をồめた。結果を表 10に示す。

表 10 テレワークཬびクラࢻ࢘/SaaS᥇⏝ᴗ࢙ࢩのトレࣥࢻ

   A R2 F

テレワークࣰةࢬ業ϫζット સର 0.141 0.804 10.27 

テレワークࣰةࢬ業ϫζット ଆ業 0.094 0.643 4.50 

テレワークࣰةࢬ業ϫζット ඉଆ業 0.165 0.827 11.97 

テレワークࣰةࢬ業ϫζット ຌۜࣁ 5,000ຬԃາຮ 0.214 0.834 12.58 

テレワークࣰةࢬ業ϫζット ຌۜࣁ 5,000ຬԃҐ 0.129 0.766 8.20 

クラΤχ/SaaSࣰةࢬ業ϫζット સର 0.195 0.922 59.29 

クラΤχ/SaaSࣰةࢬ業ϫζット ଆ業 0.209 0.926 62.73 

クラΤχ/SaaSࣰةࢬ業ϫζット ඉଆ業 0.190 0.902 45.92 

クラΤχ/SaaSࣰةࢬ業ϫζット ຌۜࣁ 5,000ຬԃາຮ 0.178 0.900 45.07 

クラΤχ/SaaSࣰةࢬ業ϫζット ຌۜࣁ 5,000ຬԃҐ 0.222 0.937 73.94 
ࡣでࡇࡇ (*)             ln (᥇ᢥ⋡/(1-᥇ᢥ⋡) )=A࣭Year㸩B ࡣ࡚࠶ࢆめたࠋ

IoT/AIは 2018年、2019年の 2Ⅼしか調査がなくトレンࢻについては㆟論できないので、クラ
。を㐺⏝しᘏ長するとするࢱのパラメーࢢンーテࣗࣆコンࢻ࢘

な࠾、⌧在、⤒῭産業省では୰ᑠ企業向けのࣉࢧラ࢙ࢳーンの電Ꮚ化によるࢹーࢱ換ඹ᭷

ツがࢻ)り࠾クトを㐍めて࢙ジࣟࣉ Industry4.0でඛ行)、このようなンࣇラによるトランࢨク

。次第に大企業の生産性向上効果に㏆づくことがᮇᚅできる、ࡤン時間▷⦰ができれࣙࢩ

3.2 covid-19緊急事態宣言ୗにおけࡿテレワークの影響
テレワークのᑟධは、ࠕ働き方ࠖをᨵ革し、生産性にもࣉラスにᐤするといわれて࠾り、同時

に通信トラヒックにも㈇Ⲵをかけることになる。これまでは᥇⏝企業が限られࢹーࢱが༑分で

あったが、2020 年 3 ᭶のコࣟࢼ⚝による⥭急ែᐉゝによりテレワークに急㏿にὀ┠が高まり、
㒔ᕷ㒊ではከくの企業がᑟධした。これにకい、ከくの機関がテレワークの実ែ調査アンケート

を実した。

ࡤ࠼、Cnet Japan[19]は Unipos調査を以下のように⤂している。

2020年 4᭶にUniposが実したアンケートは、テレワークによるࠕ全ᅜのテレワークを実して
いる上ሙ企業の⟶⌮⫋ 333ྡと 20ṓ以上のṇ社ဨ 553ྡ㸦୍⯡社ဨ㸧をᑐ㇟として、ࠗ テレワー
ク長ᮇ化にకう⤌⧊ㄢ㢟࠘に関するព㆑調査を 4᭶ 24～27日にンࢱーネットࣜࢧーࢳというᙧ
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しては管理職 56.1％、一般社員 41％が望む、という回答をしている。

　さらに同 Cnet Japan[20, 21] は MF-KESSAI、Holmes のアンケート調査を次のように紹介した。

また、MF-KESSAI のアンケートは経理財務・会計担当者のテレワークの対応状況として 8 割以

上が緊急事態宣言後も出社していること、その理由は請求書など紙ベースの決済が必要なため、

としている。

　同様のアンケートは Holmes にもあり、契約関連が紙ベースであることがテレワーク業務を困

難にしている、と回答している。上記の表でも、産業業種よりも、資本金による差が業務形態の

改革へのゆとりをもたらし、テレワークに影響していることが示唆されている。

　東京都も、2020 年 4 月に「テレワーク導入率緊急調査」を実施し、9 月にはそのフォローアッ

プ調査の結果を報告している [22]。これらは、テレワークに対応する社内マネジメントの必要性

を指摘するものである。

　パーソル総合研究所 [23] は、2020 年 4 月 10 ～ 12 日に全国 2.5 万人規模の調査を実施し、結果

を公表している。ここでは、地域別・業種別・職種別テレワーク実施率に加え、4 月 3 日～ 10 日

までの出社率や消失した業務など詳細な調査結果が県別に報告されている。ただし、農業・鉱業

は対象外である。これを用い、テレワーク実施率と NTT が公表しているトラヒック上昇率を比

較することとする。

　図 20 に 2020 年 4 月 3 日～ 10 日までの出社率調査結果を示す。

ᅗ ࡢᛴែᐉゝᆅᇦ⥭ࡿࡼ研⥲ࣝࢯーࣃ　20 7 㒔ᗓ┴ࡿࡅ࠾ฟ社⋡ [23]
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で実。その結果を 4᭶ 30日でබ表ࠖでは、୍⯡社ဨで 44.6％、⟶⌮⫋で 38.7％が生産性のప
下をᅇ⟅している。⌮⏤は、㐣ཤにも指されてきたよう、ࠕコࢽ࣑ࣗケーࣙࢩンのྲྀりにくさࠖ

社ෆ㐃⣔の難しさࠕ がࠖ上である。しかし、コࣟࢼ⤊ᜥ後もテレワークをᮃࡴか、にᑐしては⟶

⌮⫋ 56.1％、୍⯡社ဨ 41％がᮃࡴ、というᅇ⟅をしている。

さらに同 Cnet Japan[20][21]はMF-KESSAI、Holmesのアンケート調査を次のように⤂した。
また、MF-KESSAI のアンケートは⤒⌮㈈務・会計ᢸᙜ⪅のテレワークのᑐᛂ≧ἣとして 8 以
上が⥭急ែᐉゝ後も出社していること、その⌮⏤はㄳồ書な⣬ベースのỴ῭がᚲ要なため、

としている。

同ᵝのアンケートは Holmes にもあり、ዎ⣙関㐃が⣬ベースであることがテレワーク業務を困難
にしている、とᅇ⟅している。上グの表でも、産業業✀よりも、㈨本金によるᕪが業務ᙧែのᨵ革

へのࡺとりをもたらし、テレワークに影響していることが示၀されている。

ᮾி㒔も、2020年 4᭶にࠕテレワークᑟධ率⥭急調査ࠖを実し、9᭶にはその࢛ࣟࣇーアッ
調査の結果を報࿌している[22]。これらは、テレワークにᑐᛂする社ෆマネジメントのᚲ要性ࣉ
を指するものである。

パーソル総ྜ研✲ᡤ[23]は、2020年 4᭶ 10～12日に全ᅜ 2.5人つᶍの調査を実し、結果を
බ表している。ここでは、ᆅᇦู・業✀ู・⫋✀ูテレワーク実率に加4/10～4/3、࠼までの出
社率やᾘኻした業務なヲ⣽な調査結果が┴ูに報࿌されている。ただし、㎰業・㖔業はᑐ㇟እ

である。これを⏝い、テレワーク実率と NTTがබ表しているトラヒック上昇率を比較すること
とする。

ᅗ 20に 2020年 4᭶ 3日から 4᭶ 10日までの出社率調査結果を示す。

ᅗ 20 緊急事態宣言地域のࡿ総◊によࣝࢯーࣃ 7㒔ᗓ┴におけࡿฟ社⋡[23]
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　このように、約 30％がテレワークで業務に従事し、業務そのものが約 13％消失していること

がわかる。表11にパーソル総研による出社率とテレワーク実施率を地域別に集計した結果を示す。

ここで、実施率はテレワーク対象となった社員割合であるが出社率は出社した社員の割合である。

また、テレワーク実施率のほかに「失われた業務（日本全体で 11％）」が存在する。そこで、本

来の業務のどれだけの割合がテレワークによってなされたかを推計した。ここでは、この結果を

「テレワーク業務率」としている。

　テレワーク対象の従業員比率を T とし、対象者も週の α は出社すると、テレワーク後の平均出

社率は（1－T）+ α Tとなるはずである。実際の出社率をW、失われた業務をXとすると、α =（W 
+ X + T － 1）/T となる。調査データでは W+T が 1 に満たない地域が多い。日本全体ではこの週

に 11.1％の業務が喪失したとされている。そこで、さらに日本全体で失われた業務が 11% になり、

かつ α ≦ 1 となるように調整を与えた。テレワーク業務率を 1 －（出社率＋失われた業務率）で

与えることとした。

NTT グループは、この間の 2/25 の週と比較したトラヒックの変化を地域別に公表している [24,  
25]。一例として、NTT 東日本の 4/6 ～ 10 のトラヒック変化を図 21 に示す [24]。これらのグラ

フにはトラヒックの絶対量はないものの、平均増加率を読み取ることは概算ではあるが可能で

ある。結果を表 12 に示す。なお、パーソル総研調査では農業・鉱業が対象外となっているため、

農業・鉱業については就業者数比率（約 3.5％）を用い業務率を補正している。

24 時間平均のトラヒック変化率とテレワーク業務率の間には、

⾲ ࡿࡼ研⥲ࣝࢯーࣃ　11 2020 年 4 月ୖ᪪ࡢฟ社⋡ࠊᐇ⋡᥎ィ࣡ࣞࢸࡓࡋーࢡᴗົ⋡
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このように、⣙ 30％がテレワークで業務にᚑし、業務そのものが⣙ 13％ᾘኻしていることが
わかる。表 10にパーソル総研による出社率とテレワーク実率をᆅᇦูに㞟計した結果を示す。
ここで、実率はテレワークᑐ㇟となった社ဨྜであるが出社率は出社した社ဨのྜである。

また、テレワーク実率のかにࠕኻわれた業務(日本全体で 11％)ࠖがᏑ在する。そこで、本᮶

の業務のれだけのྜがテレワークによってなされたかを推計した。ここでは、この結果をࠕテ

レワーク業務率ࠖとしている。

テレワークᑐ㇟のᚑ業ဨ比率を Tとし、ᑐ㇟⪅も週のȘは出社すると、テレワーク後の平均
出社率は㸦1㸫T㸧+αTとなるはࡎである。実㝿の出社率をW、ኻわれた業務をXとすると、α=
㸦W＋X＋T㸫1㸧㸭Tとなる。調査ࢹーࢱではW+Tが 1に‶たないᆅᇦがከい。日本全体では
この週に 11.1％の業務が႙ኻしたとされている。そこで、さらに日本全体でኻわれた業務が 11%
になり、かつ αӌ1 となるように調ᩚを࠼た。テレワーク業務率を 1㸫(出社率＋ኻわれた業

務率)で࠼ることとした。

表 10 ࡿ総◊によࣝࢯーࣃ 2020年 4月ୖ᪪のฟ社⋡ࠊ実⋡と推ィࡋたテレワークᴗົ⋡

γϱϕϩ਼ ड़ऀ率(%)
テレワーク
(%)率ࢬࣰ

テレワーク
業務率(%)

全体 (22477) 72.3 27.9 16.6%

北海道・東北 (1998) 81.2 12.5 4.0%
関東 (10003) 62.8 41.0 27.9%
東海・北陸・甲信越 (3743) 82.3 15.2 5.4%
近畿 (3886) 76.1 25.8 14.3%
中国・四国・九州 (2847) 80.9 12.4 4.0%

緊急事態宣言対象地域（東京、神奈
川、埼玉、千葉、大阪、兵庫、福岡）

(12678) 65.4 38.8 25.7%

それ以外の地域 (9799) 81.2 13.8 4.9%

東京圏（東京、神奈川、埼玉、千葉） (9093) 61.1 43.5 30.0%
名古屋圏（愛知、岐阜、三重） (2051) 82.9 17.8 7.2%
大阪圏（大阪・兵庫、京都・奈良） (3563) 76.1 26.6 14.8%

NTTࢢルーࣉは、この間の 2/25の週と比較したトラヒックの変化をᆅᇦูにබ表している[24,
25]。୍として、NTTᮾ日本の 4/6～10 のトラヒック変化をᅗ 21に示す[24]。これらのࢢラ
にはトラヒックの⤯ᑐ量はないものの、平均増加率をㄞみྲྀることは概算ではあるが可能でࣇ

ある。結果を表 11に示す。な࠾、パーソル総研調査では㎰業・㖔業がᑐ㇟እとなっているため、
㎰業・㖔業についてはᑵ業⪅ᩘ比率(⣙ 3.5％)を⏝い業務率を⿵ṇしている。

24時間平均のトラヒック変化率とテレワーク業務率の間には、
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（24 時間平均トラヒック変化率）=1.05 + 0.28 ×（テレワーク業務率）  （8）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4.24）  R2=0.59

（ピーク時間トラヒック変化率）=1.20 + 0.82 ×（テレワーク業務率）  （9）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3.06）  R2=0.46

の関係を得ることができた。24 時間平均の回帰式は、テレワーク業務率を 10％増やすと、1 日平

均のトラヒックが 2.8％増加することを示す。ピークトラヒックははるかに敏感であり、8.2％の

増加となる。村田 [26] は、Danish Technologie Institut による図 22 を示しつつ、フランスでは CAS : 
Centre d'analyse stratégiqueの 2009年報告を受け、「テレワークは週 2日までが効果的」とされている、

と指摘している。また、これを超えると疎外感から却って生産性が低下することも述べられてい

る。平均テレワーク率が業務の 40％になると平均で約 10％のトラヒック増、ピーク時間帯では

33％の上昇となる。すべての業務のテレワーク化は現実的ではないものの、テレワークによるト

ラヒック変化は最大でこの程度になると考えられる。
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(24時間平均トラヒック変化率)=1.05 + 0.28×(テレワーク業務率) (7)
                     (4.24) R2=0.59

1.20=(ーク時間トラヒック変化率ࣆ) + 0.82×(テレワーク業務率) (8)
                     (3.06) R2=0.46

の関ಀをᚓることができた。24時間平均のᅇᖐᘧは、テレワーク業務率を 10％増やすと、1日平
均のトラヒックが 2.8％増加することを示す。ࣆークトラヒックははるかにᩄឤであり、8.2％の
増加となる。ᮧ⏣[28]は、Danish Technologie Institutによるᅗ 22を示しつつ、ࣇランスでは CAS : 
Centre d'analyse stratégiqueの 2009年報࿌をཷけ、ࠕテレワークは週 2日までが効果的 とࠖされてい

る、と指している。また、これを㉸࠼るとእឤから༷って生産性がప下することも㏙られ

ている。平均テレワーク率が業務の 40％になると平均で⣙ 10％のトラヒック増、ࣆーク時間ᖏで
は 33％の上昇となる。すての業務のテレワーク化は⌧実的ではないものの、テレワークによる
トラヒック変化は᭱大でこの⛬ᗘになると⪃࠼られる。

ᅗ 21 NTTᮾ᪥ᮏの地域ูトラヒックኚ[24]

ᅗ 21  NTT ᮾ᪥ᮏࡢᆅᇦูࢡࢵࣄࣛࢺኚ [24]
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　テレワークの大きな社会的影響に、通勤時間の削減がある。前節のパーソル総研調査は全国

22,477 社に対し、企業ごとのテレワークの実施率や会社からのテレワーク指示率、出社率等を調

査したものである。これを総務省の県別・業種別就業者人口 [27] と合わせることで県別・業種別

のテレワーク従事者数を推計可能となる。

⾲ 12　ᆅᇦู࣡ࣞࢸーࢡᴗົ⋡ࢡࢵࣄࣛࢺቑຍ⋡ࡵࡲࡢ㸦2020 年 4 月๓༙㸧

ᅗ 22 Danish Technologie Institut ࣟーࣛン࢞ࣝ࣋ࢻーศᯒ CAS2009 年ሗ࿌᭩ࡾࡼ [26] 
　　　⦪㍈࣡ࢫࣇ࢜ࠕࡣーࡢࢡ⏕⏘ᛶࢆ 100 ᛶࠖ⏘⏕ࡢࢡー࣡ࣞࢸࡢሙྜࡓࡋ

　　　ᶓ㍈ࠕࡣ月㛫࣡ࣞࢸーࢡ᪥ᩘࠖ
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表 11 地域ูテレワークᴗົ⋡とトラヒックቑຍ⋡のࡲとめ㸦2020年 4月๓༙㸧

テレワーク
業務率

トラヒック変化率

Peak (12:00) 24時間平均

東京 33.9% 135.0% 113.1%

神奈川 27.7% 150.0% 114.6%

千葉 24.7% 142.9% 110.7%

埼玉 22.3% 150.0% 112.5%

茨城・栃木 7.7% 120.0% 105.0%

山梨・群馬・長野・新潟 3.0% 133.3% 108.3%

宮城・山形・福島・岩手・青森・秋田 2.9% 119.0% 104.8%

北海道 5.3% 103.4% 100.9%

大阪・京都 14.6% 127.8% 108.1%

兵庫・奈良・滋賀・和歌山・北陸 10.5% 130.4% 107.6%

東海 6.3% 132.3% 109.4%

中国・四国 0.4% 120.0% 105.0%

九州・沖縄 7.3% 134.4% 110.0%

ᅗ 22 Danish Technologie Institut ࣟーラࣥ࢞ࣝ࣋ࢻー分析 CAS2009年ሗ࿌書よ[26]ࡾ
⦪㍈ࢫࣇ࢜ࠕࡣワークの⏕⏘ᛶࢆ 100とࡋたሙྜのテレワークの⏕⏘ᛶࠖ
ᶓ㍈ࠕࡣ月間テレワーク᪥ᩘࠖ

3.3 テレワークによࡿ通勤時間の削減効果
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査したものである。これを総務省の┴ู・業✀ูᑵ業⪅人口[27]とྜわࡏることで┴ู・業✀ูの
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　これを用いると、平成 22 年国勢調査 [28] が示す県別の通勤手段および東京理科大学による自

動車利用のWebアンケート [29]を合わせることで、回避された県別自動車通勤移動を推計できる。

　さらに国土交通省による「平成 30 年住宅・土地統計調査住宅及び世帯に関する基本集計全国・

都道府県・市区町村」[30] の県別平均通勤時間から、回避された通勤時間を推計できるので、さ

らにその時間価値も推計できる。

　まず、県別・業種別就業者人口を T（i, j）、テレワーク実施者を W（i, j）とする。パーソル総研

のデータは、県別および日本全体の従業員テレワーク実施率 P（i）と業種別従業員テレワーク実

施率 Q（j）を提供している。ここには

  ∑ j W (i, j) = P (i) ∑ j T (i, j)　　∑ i W (i, j) = Q (j) ∑ i T (i, j)　　  （10）

の関係がなければならない。そこで、適切な W（i, j）の初期値をもとに行和の調整、列和の調整

を繰り返し収束させる RAS 法を適用することで県別・業種別のテレワーク実施者数を推計した。

　これに、[28] の通勤に自動車を利用する割合と、[29] の県別平均自動車通勤距離を乗じること

で回避された通勤用自動車移動を推計する。図 23 に県別の通勤特性データを示す。

ᅗ ⋠ᴗົࢡー࣡ࣞࢸࡧࡼ࠾㏻㊥㞳㸦∦㐨㸧ࡧࡼ࠾㏻≉ᛶ　㏻㛫㸦∦㐨㸧ࡢู┴　23
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テレワークᚑ⪅ᩘを推計可能となる。

これを⏝いると、平成 22年ᅜ勢調査[28]が示す┴ูの通勤ᡭẁ࠾よࡧᮾி⌮⛉大Ꮫによる自動
㌴⏝のWebアンケート[29]をྜわࡏることで、ᅇ㑊された┴ู自動㌴通勤移動を推計できる。
さらにᅜᅵ通省によるࠕ平成 30 年ఫ宅・ᅵᆅ⤫計調査 ఫ宅ཬࡧୡᖏに関する基本㞟計 全
ᅜ・㒔㐨ᗓ┴・ᕷ༊⏫ᮧ [ࠖ30]の┴ู平均通勤時間から、ᅇ㑊された通勤時間を推計できるので、
さらにその時間価値も推計できる。

まࡎ、┴ู・業✀ูᑵ業⪅人口を T(i,j)、テレワーク実⪅をW(i,j)とする。パーソル総研のࢹ
ーࢱは、┴ู࠾よࡧ日本全体のᚑ業ဨテレワーク実率 P(i)と業✀ูᚑ業ဨテレワーク実率
Q(j)を提౪している。ここには

∑ 𝑊𝑊(𝑖𝑖, 𝑗𝑗)𝑗𝑗 = 𝑃𝑃(𝑖𝑖)∑ 𝑇𝑇(𝑖𝑖, 𝑗𝑗)𝑗𝑗   ∑ 𝑊𝑊(𝑖𝑖, 𝑗𝑗)𝑖𝑖 = 𝑄𝑄(𝑗𝑗)∑ 𝑇𝑇(𝑖𝑖, 𝑗𝑗)𝑖𝑖   (9)

の関ಀがなけれࡤならない。そこで、㐺ษなW(i,j)のึᮇ値をもとに行和の調ᩚ、ิ和の調ᩚを
⧞り㏉し᮰さࡏる RASἲを㐺⏝することで┴ู・業✀ูのテレワーク実⪅ᩘを推計した。
これに、[28]の通勤に自動㌴を⏝するྜと、[29]の┴ู平均自動㌴通勤㊥㞳をじることで
ᅇ㑊された通勤⏝自動㌴移動を推計する。ᅗ 23に┴ูの通勤≉性ࢹーࢱを示す。

ᅗ 23 ┴ูの通勤≉ᛶ 通勤時間(∦㐨)ཬび通勤㊥㞳(∦㐨) およびテレワークᴗົ⋡

週にఱ日在宅勤務を行ったかは、ձパーソル総研による出社率実績値、ղテレワーク業務可能

なᚑ業⪅が週 2日の୍ᚊ在宅勤務するሙྜ、ճ会社のテレワーク指示ྜでᚑ業ဨが在宅勤務
するሙྜ㸦ただし在宅勤務は週 2日とする㸧の 3通りで評価する。ここで、テレワーク業務可
能なᚑ業⪅ྜは、パーソル総研調査のࠕ会社でのテレワーク推ዡ・௧率ࠖを⏝いる。これ

によるࠕᅇ㑊された自動㌴通勤移動時間ࠖ࠾よࠕࡧᅇ㑊された࢞ソࣜンᾘ㈝量ࠖについてはᅗ

ᅗࡧよ࠾24 25に示す。

　週に何日在宅勤務を行ったかは、①パーソル総研による出社率実績値、②テレワーク業務可能

な従業者が週 2 日の一律在宅勤務する場合、③会社のテレワーク指示割合で従業員が在宅勤務す

る場合（ただし在宅勤務は週 2 日とする）の 3 通りで評価する。ここで、テレワーク業務可能な

従業者割合は、パーソル総研調査の「会社でのテレワーク推奨・命令率」を用いる。これによる

「回避された自動車通勤移動時間」および「回避されたガソリン消費量」については図 24 および

図 25 に示す。
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　パーソル総研のテレワークと出社率実績値による「回避された自動車通勤」推計値と節減され

たガソリン消費量から CO2 排出削減量を求めると、1.23 Mt-CO2 削減となる。このとき、テレワー

カーは全 6180 万人中 23.7％ 1460 万人と推定されている。「テレワーク可能なら週 2 日在宅勤務」

とする場合、2.95 Mt-CO2 の排出削減となる。パーソル総研の「会社からのテレワーク可能な就

業者へのテレワーク指示率」に基づき、一律に週 2 日在宅勤務するとした場合、4.33 Mt-CO2 の

排出削減となる。

　先行調査とこの数字を比較する。テレワーク学会 [31] がまとめたテレワークの CO2 排出削減効

果についての既存調査では、

　　①   電気通信審議会の 1998 年試算では、テレワーク人口を 2080 万人と仮定して、年間 1.29 
Mt-CO2 削減されるとした。

　　②   国土交通省と日本テレワーク協会の 2004 年試算では、2010 年のテレワーカーの数を

1295 万人と予測し、3.21 ～ 4.42 Mt-CO2 の削減を報告した。

　　③   総務省（2005 年）は、就業者の 25％が週平均 2 日のテレワークやテレビ会議を行うこと

によるガソリンや軽油の需要減少で 3.30 Mt-CO2 の削減を推計した。

　　④   総務省（2010 年）は、テレワークにより、1990 年と 2020 年の比較で最大 1.03 Mt-CO2 の

削減を試算している。

となっている。今回の試算は、ほぼこれらの先行調査と整合的といえる。

ᅗ ㏻㛫㛗㸦ⓒ㛫ู┴ࡓࢀࡉ⠇ῶࡿࡼࢡー࣡ࣞࢸ　24 / 年㸧

ᅗ ン⠇ῶ㔞㸦ⓒࣜࢯ࢞㌴ື⮬ู┴ࡿࡼࢡー࣡ࣞࢸ　25 L/ 年㸧
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ᅗ 24 テレワークによࡿ⠇減ࢀࡉた┴ู通勤時間㛗㸦ⓒ時間/年㸧

ᅗ 25テレワークによࡿ┴ู⮬ື㌴ࣥࣜࢯ࢞⠇減量㸦ⓒ L/年㸧

パーソル総研のテレワークと出社率実績値によるࠕᅇ㑊された自動㌴通勤ࠖ推計値と節減され
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ーは全࢝ 6180人୰ 23.7％ 1460人と推定されている。ࠕテレワーク可能なら週 2日在宅勤務ࠖ
とするሙྜ、2.95Mt-CO2の排出削減となる。パーソル総研のࠕ会社からのテレワーク可能なᑵ業

⪅へのテレワーク指示率ࠖに基づき、୍ᚊに週 2日在宅勤務するとしたሙྜ、4.33Mt-CO2の排出

削減となる。

ඛ行調査とこのᩘᏐを比較する。テレワークᏛ会 [31] がまとめたテレワークの CO2排出削減

効果についての᪤Ꮡ調査では、

ձ 電Ẽ通信ᑂ㆟会の 1998 年試算では、テレワーク人口を 2080 人と௬定して、年
間 1.29Mt-CO2削減されるとした。

ղ ᅜᅵ通省と日本テレワーク༠会の 2004年試算では、2010年のテレワー࢝ーのᩘ
を 1295人と予測し、3.21～4.42 Mt-CO2の削減を報࿌した。

ճ 総務省(2005年)は、ᑵ業⪅の 25％が週平均 2日のテレワークやテレࣅ会㆟を行う
ことによる࢞ソࣜンや㍍Ἔの需要減少で 3.30 Mt-CO2の削減を推計した。

մ 総務省(2010 年)は、テレワークにより、1990 年と 2020 年の比較で᭱大 1.03 Mt-
CO2の削減を試算している。

となっている。今ᅇの試算は、ࡰこれらのඛ行調査とᩚྜ的とい࠼る。
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　節減された通勤時間の金銭価値への換算を行う。時間の金銭価値については、加藤他 [32] がア

ンケートに基づき調査を行っている。加藤らは、通勤節減の時間価値は、幅があるものの平均で

25.5 円 /分 /人になると推計した。すると、節減された通勤の時間価値は、日本全体では 10680
億円（パーソル総研テレワーク実績）～ 37682億円（同会社からの指示ベース＋週 2 日在宅勤務）

となる。

　以上の概要を表 13 にまとめる。
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節減された通勤時間の金銭価値への換算を行う。時間の金銭価値については、加藤他 [32]が
アンケートに基づき調査を行っている。加藤らは、通勤節減の時間価値は、幅があるものの平

均で 25.5 円/分/人になると推計した。すると、節減された通勤の時間価値は、日本全体では

10,680 億円(パーソル総研テレワーク実績)～37,682 億円(同会社からの指示ベース＋週 2 日在
宅勤務)となる。

以上の概要を表 12にまとめる。

表 12 テレワークの通勤時間削減効果の地域総括表

4．結論

ICT の拡大は、コンテンツ需要の拡大だけでなく、働き方や企業マネジメントの変革を通じ、
生産性上昇や産業構造の変化、さらに移動エネルギー需要の削減による CO2排出削減効果をもた

らす可能性があると同時に、ICT それ自体が電力需要の大幅な増大をもたらす側面もある。しか
し、これまでこれらの効果についての定量的な評価は困難であった。本提案書では、省庁をはじ

めとする各機関の調査をもとに、ICTの影響をできるだけ定量的に評価・予測する試みを行った。
本分析の結論は以下のようにまとめられる。

１．情報通信のトラヒックはこれまで急激に拡大してきた。これをコンテンツ需要と比較すると、

動画配信需要の拡大が大きな要因である。この趨勢が今後も続くとすると、2030 年まで年率
20％以上の成長が継続すると思われる。これは、高画質動画の配信の拡大とともにさらに上昇
する可能性がある。ただし、日本では人口減少の影響のため、これまでにない新たな大容量の

通信需要が発生しない限り、2030年以降次第に飽和に向かう。

*�  ᐄᠶ

ICT の拡大は、コンテンツ需要の拡大だけでなく、働き方や企業マネジメントの変革を通じ、

生産性上昇や産業構造の変化、さらに移動エネルギー需要の削減による CO2 排出削減効果をもた

らす可能性があると同時に、ICT それ自体が電力需要の大幅な増大をもたらす側面もある。しか

し、これまでこれらの効果についての定量的な評価は困難であった。本提案書では、省庁をはじ

めとする各機関の調査をもとに、ICT の影響をできるだけ定量的に評価・予測する試みを行った。

本分析の結論は以下のようにまとめられる。

１．情報通信のトラヒックはこれまで急激に拡大してきた。これをコンテンツ需要と比較すると、

動画配信需要の拡大が大きな要因である。この趨勢が今後も続くとすると、2030 年まで年率

20％以上の成長が継続すると思われる。これは、高画質動画の配信の拡大とともにさらに上

昇する可能性がある。ただし、日本では人口減少の影響のため、これまでにない新たな大容

量の通信需要が発生しない限り、2030 年以降次第に飽和に向かう。

２．クラウドコンピューティング /SaaS、IoT/AI、テレワークなどの企業活動への ICT 導入は、

これまで大企業を中心に業種によらず約 20％程度の生産性改善に寄与してきたが、中小企業
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では導入が進んでも生産性改善の効果は明らかではない。このことは、情報化投資による生

産性の大企業と中小企業間の格差がむしろ拡大した可能性を示唆する。どのように ICT の効

果を中小規模の企業に波及させるかが大きな政策課題である。

３． 2020 年 3 月の Covid-19 によるテレワークの導入拡大は、通信トラヒックに有意な影響を与

えた。分析では、平日の平均トラヒックに対し弾性値 0.28、ピークトラヒックに弾性値 0.82
を与えた。テレワークが生産性にプラスの影響を与えるか否かは、企業のマネジメントの業

態によるところが大きく、現時点では多くの調査が「チームワークが取れない」などの理由

で負の影響を指摘すると同時に、「今後も続けてほしい」との希望も約半数近く存在する。

４．2020 年 4 月のテレワークの自動車通勤の削減による効果は、今回は 1.23 Mt-CO2 の削減であ

るが、全国的に普及すれば 3 Mt-CO2、潜在的には 4.3 Mt-CO2 の削減をもつ。ただしこれは自

動車の移動距離の削減によるものなので、通勤移動を他の移動に振り替えたり、ガソリン車

から EV への移行が実現した場合はこれらの削減効果は消失する。

５．テレワークによる通勤削減の金銭価値は、今回は 1 兆円、潜在的には 3.8 兆円に達すると推

計された。

,�  కፑ提案

ICT の普及は日本としても急がれる課題である。本提案書がまず示したよう、情報通信需要は

2030 年付近までは年率 20％を超える過去の増加が予想され、これは通信インフラだけでなく電

力需要にも影響する。

　他方、社会・経済面における ICT の影響を見ると、今回の Covid-19 の緊急事態においては、

ICT の導入拡大により生産性の向上が果たせる場とそうでない場の格差が拡大したことが指摘で

きる。例えば、大学ではほぼ 90％で遠隔授業が実施されたが、小中高では ICT 機器の普及状況

の差から導入を進められなかった。本調査でも、大企業と中小企業での生産性向上に明らかな差

が生じたことが総務省調査などから浮かび上がった。ICT 導入の効果自体にも、業態の差やマネ

ジメント体制の差が濃淡を生んでいる。このような点から、国として、ICT の導入が進まない場

にどのように導入のインセンティブを与えるかが課題となる。Industry4.0 に見られるよう資源調

達、生産現場から販売管理などへの一貫した体制を、海外大企業のデファクトスタンダードに依

存せず、逆に海外にシステムの販路を見出せるよう、いかに作り上げていくかが重要な政策課題

と考えられる。

　同時に、2020 年の Covid-19 の緊急事態は、過去の趨勢としての情報通信需要の拡大だけでなく、

ICTの活用によるテレワークの導入も情報トラヒックに大きな増加影響を与えたことが示された。

テレワークによる「働き方の変化」は通勤時間の短縮による CO2 排出削減と、大きな便益を生ん

だことが本調査から示唆されているため、「明るく豊かな低炭素社会」の実現への寄与が期待で

きる。このような ICT 導入による社会変化の趨勢は今後も継続されると考えられることからは、

インフラとしての情報ネットワークの整備と、これに合わせた電力需要の拡大にも対応が必要な

ことが明らかである。

　以上から、本提案書では、情報需要の急激な拡大と社会の変化を念頭に置いた情報と電力イン

フラの整備の緊急性を提案する。
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